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岡崎平野

豊橋平野

山間部や
丘陵部等では 土砂災害等

沿岸部等では 津波・高潮被害等

河川等の
近くでは 水害等 地形（地域）によって

様々な災害リスクがある!

尾張丘陵

渥美半島

県全域では 地震

海抜０ｍ地帯

愛知県の地形と想定される災害
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今日お話しする内容

○過去の災害をふりかえる

○南海トラフ地震とは

○南海トラフ地震の被害想定

○南海トラフ地震に備えた取組
～第３次あいち地震対策アクションプラン

及び同プランに基づく取組の紹介～

〇トピックス（南海トラフ地震臨時情報）
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東海

東南海

南海

震源の大きさ

地震調査研究推進本部資料に加筆

南海トラフ

南海トラフ地震 Ｍ８～９級

今後30年以内の発生確率
70～80％

南海トラフ地震とは？
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駿河湾から日向灘沖にかけてのプレート境界
を震源域として概ね100～150年間隔で発生

①日本周辺では、海
側のプレートが陸
側のプレートの下
に沈み込み。

③陸側のプレー
ト が引きず
り込みに耐え
られなくなり、
限界に達して
跳ね上がるこ
とで南海トラ
フ地震が発生。

②その際、プレート
の境界が強く固着
して、陸側のプ
レートが地下に引
き込まれ、ひずみ
が蓄積。

出典：気象庁ホームページ

南海トラフ地震の発生メカニズム
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南海地震 東南海地震 東海地震

※30年以内の発生確率（2023.1 地震調査研究推進本部)

2023年
77年 79年

169年

M8.6

92年 90年

南海トラフ地震（M8～M9クラス） 70%～80％ ※

＊浜名湖が海とつながる

＊49日後に富士山噴火

＊37日後に三河地震



A 過去地震最大モデル

B 理論上最大想定モデル

◯南海トラフで繰り返し発生している地震・津波のうちで過去に実際に発生したものを
参考とした規模の地震を想定
◯南海トラフで繰り返し発生している地震・津波のうち、発生したことが明らかで規模の
大きいもの（宝永、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和南海の５地震）を重ね合わ
せたモデル。
◯愛知県の地震・津波対策を進める上で軸となる想定として位置づけられるものであり
「理論上最大想定モデル」の対策に資するもの

◯「命を守る」という観点で、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波について
も、補足的に想定
◯南海トラフで発生する恐れのある地震・津波のうち、あらゆる可能性を考慮した最大ク
ラスの地震・津波を想定したモデル
◯国の「南海トラフの巨大地震モデル検討会」による震源及び波源モデルのうち愛知県
に影響の大きいケース

南海トラフ地震が発生したら愛知県はどうなるか？

愛知県の被害予測調査〔2014年（平成26年）５月公表〕
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

調査結果（震度分布）

過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル

名古屋市最大震度６強 最大震度７
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

調査結果（津波高）

過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル

（津波高最大）
田原市
10.2m

（津波高最大）
田原市
21m
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

調査結果（津波到達時間）
津波高30cmの到達時刻（分）

市町村

津波到達時刻（最短）

市町村

津波到達時刻（最短）

過去地震
最大モデル

理論上最大
想定モデル

過去地震
最大モデル

理論上最大
想定モデル

名古屋市 103 90 知多市 76 73

豊橋市 9 5 高浜市 77 75

半田市 67 64 田原市 12 6

豊川市 78 77 弥富市 84 81

碧南市 57 55 飛島村 94 86

刈谷市 96 97 東浦町 85 83

西尾市 53 50 南知多町 21 18

蒲郡市 59 55 美浜町 27 30

常滑市 58 54 武豊町 58 55

東海市 99 88
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

調査結果（浸水が30㎝に達する到達時間）

愛知県西部（理論上最大想定モデル） 愛知県東部（理論上最大想定モデル）

主にゼロメートル地帯を中心に、発災後間もなく深さ30 ㎝以上の浸水深に達する地域がある。（ゼロ
メートル地帯の河川沿岸地域であり、地震動により地盤が液状化等の影響によって堤防（土堰堤）が
最大75％沈下する条件を与えているため、発災後すぐに河川から浸水が始まると想定している。）
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

調査結果（浸水分布）

理論上最想定モデル

（理論上最大想定モデル）（過去地震最大モデル）

特に濃尾平野はゼロメートル地帯が広がっているため、津波が収まった後も、
潮位による浸水が継続するため、長期にわたって湛水することが予想される。
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

液状化危険度分布

（過去地震最大モデル） （理論上最大想定モデル）

濃尾平野ならびに岡崎平野や豊橋平野を中心に、液状化危険度が極めて
高いエリアが広がっている。（日本最大のゼロメートル地帯を有している。）
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https://www.quake-learning.pref.aichi.jp/

是非アクセス
してみてください
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

調査結果（建物被害、人的被害）

過去地震最大 理論上最大想定

建物被害 全壊 半壊 全壊 半壊

揺れ 約47,000 約158,000 約242,000 約314,000

液状化 約16,000 約56,000 約16,000 約50,000

浸水・津波 約8,400 約68,000 約22,000 約80,000

急傾斜地崩
壊等

約600 約1,300 約700 約1,600

地震火災によ
る焼失

約23,000 - 約101,000 -

全壊・焼失／
半壊 計

約94,000 約279,000 約382,000約420,000

過去地震最大 理論上最大想定

人的被害（死者） 死者 死者

建物倒壊等 約2,400 約14,000

（うち屋内収容物
移動・転倒、屋内落
下物）

（約200） （約1,000）

浸水・津波 約3,900 約13,000

（うち逃げ遅れ） （約3,100） （約7,100）

（うち自力脱出困難） （約800） （約5,500）

急傾斜地崩壊等 約50 約70

地震火災 約90 約2,400

死者数 計 約6,400 約29,000
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

過去地震最大モデル

上水道 直後 1日後 7日後 1か月後

断水率 95% 86% 52% 8%

断水需要家数 7,021,000 6,306,000 3,834,000 579,000

下水道 直後 1日後 7日後 1か月後

機能支障率 18% 60% 10% 1%

機能支障需要家数 953,000 3,207,000 538,000 74,000

電気 直後 1日後 7日後 1か月後

停電率 89% 81% 1% 1%

停電軒数 3,757,000 3,406,000 58,000 36,000

通信 直後 1日後 7日後 1か月後

不通回線率 89% 81% 2% 2%

不通回線数 1,205,000 1,094,000 31,000 24,000

携帯電話停波基地局率 2% 81% 3% 2%

都市ガス 直後 1日後 7日後 1か月後

供給停止率 9% 9% 7% -

復旧対象戸数 169,000 169,000 130,000 -

調査結果（ライフライン被害等）
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南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）

調査結果（ライフライン被害等）

過去地震最大モデル

避難者 1日後 7日後 1か月後

避難者数 718,000 1,547,000 1,130,000

避難所 378,000 799,000 298,000

避難所外 341,000 748,000 832,000

帰宅困難 県内の 県外から 合計

帰宅困難者数 698,000 233,000 930,000

職場や学校など 537,000 125,000 662,000

私用等 160,000 108,000 268,000

経済被害 過去地震最大モデル

直接被害（兆円） 13.86兆円

間接被害（兆円）
県内総生産低下額

3兆円
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今回の被害想定結果に対して、次の４つの対策項目が達成された場合の減災効果を推計した
◆ 建物の耐震化率100%の達成（推計時：約85%）
◆ 家具等の転倒・落下防止対策実施率100%の達成（推計時：50%）
◆ 全員が発災後すぐに避難開始
◆ 既存の津波避難ビルの有効活用（推計時の津波避難ビル：659棟）

項 目
過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル

対策前 対策後 対策前 対策後

揺れによる
全壊棟数

約47,000棟 約20,000棟
（約6割減）

約242,000棟 約103,000棟
（約6割減）

項 目
過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル

対策前 対策後 対策前 対策後

死者数
約6,400人 約1,200人

（約8割減）
約29,000人 約11,000人

（約6割減）

うち建物倒壊等
による死者

約2,400人 約700人
（約7割減）

約14,000人 約4,900人
（約7割減）

うち浸水・津波
による死者

約3,900人 約300人
（約9割減）

約13,000人 約3,500人
（約7割減）

自力脱出困難
約800人 約200人

（約8割減）
約5,500人 約1,500人

（約7割減）

津波からの
逃げ遅れ

約3,100人 約200人
（約9割減）

約7,100人 約2,000人
（約7割減）

南海トラフ地震の被害想定（2014年５月公表）



南海トラフ地震に備えるためにはどうするか？

自助 共助

公助 【行政】

【個人・家族】 【地域】

３つの連携が大事！
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第３次あいち地震対策アクションプラン
• 位置付け

愛知県地震防災推進条例第9条第1項の規定に基づく県の行動計画

• 計画期間

2015年度～2023年度（9年間）

• 目標（理念）

地震から県民の生命・財産を守る強靱な県土づくり

• 減災目標

本県被害予測調査の結果（過去地震最大モデルの想定）に対して 「減災目標」を設定

公助
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地
震
か
ら
県
民
の
生
命
・
財
産
を
守
る
強
靱
な
県
土
づ
く
り

対策の柱

１ 命を守る

２ 生活を守る

目標

（理念） 対策ターゲット

①地震動から命を守る ②浸水・津波から命を守る
③火災から命を守る ④地盤災害等から命を守る
⑤ライフライン障害から命を守る ⑥交通の混乱から命を守る
⑦燃料や電力の確保により命を守る ⑧危険物等から命を守る
⑨救助活動により命を守る ⑩災害医療活動により命を守る
⑪救助活動等の交通基盤を整備する ⑫安否不明状態を解消する

①医療・看護機能を守る ②保健・介護機能を守る
③心のケア活動や生活相談対応により生活を守る
④水・食料・物資不足から生活を守る ⑤避難所等での生活を守る
⑥二次災害から生活を守る ⑦仮設住宅・一時的な転居先での生活を守る
⑧帰宅困難者を支援する ⑨教育を守る
⑩集落の生活を守る ⑪生活再建を支援する

①行政機能を守る ②治安を守る
③ライフライン機能を守る ④交通・物流・食糧供給機能を守る
⑤遺体への適切な対応を守る⑥経済活動を守る

①教育啓発・人材育成により防災力を高める
②物資・設備・空間の充実により防災力を高める
③災害情報の充実により防災力を高める
④仕組み・制度の構築により防災力を高める

①事前復興、復興方針・体制づくりを進める
②災害廃棄物等の円滑な処理を進める ③住宅の確保、再建を進める
④産業の復興を進める

３ 社会機能を
守る

４ 迅速な
復旧・復興を
目指す

５ 防災力を
高める

アクションプランの施策体系
アクション項目数は２８３項目
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①防災活動拠点の充実
②防災体制の強化及び行政機能の維持
③災害医療活動の充実
④救助活動等の交通基盤の整備の推進
⑤避難生活環境の確保
⑥災害用備蓄の促進及び支援物資の円滑な配送体制の確保
⑦災害廃棄物処理体制の構築

視点②

視点④

①住宅・建築物の耐震化の促進
②家具固定の促進
③浸水・津波避難対策の充実
④河川・海岸堤防等の耐震化等の推進
⑤地盤災害・火災対策等の推進

視点③

視点① 被害予測調査の結果を踏まえ、減災効果を高める

東日本大震災における課題等への対応を充実する

日本の成長をリードするあいちの産業を守る

①産業活動の維持・継続の確保
②迅速な復旧・復興のための事前準備の推進
③地域継続マネジメントの推進

防災・減災の主流化・日常化を進め、防災協働社会を構築する

①防災協働社会の形成の推進
②児童・生徒に対する防災教育の充実
③消防団の充実強化

アクションプランの視点 １８の重点テーマを設定



○ゼロメートル地帯などでは、地震による液状化により河川・海岸堤防が沈下し、
津波等により浸水することを防ぐため、堤防の耐震化を推進する。

○特に、地震直後に浸水が始まり、被害が甚大となる箇所から優先的に進める。

＜施設で防護するクラスの津波の対策イメージ＞
地震前 地震後、津波到達前 津波到達後

地震前 地震後、津波到達前 津波到達後

陸側

海側陸側海側
長期

湛水

浸水

開始

機能消失 流失

潮位

津波

陸側海側

潮位

陸側

海側
陸側

海側
機能維持 機能維持

津波
津波の浸水を防ぐ

嵩上げ

法面補強

潮位 潮位 潮位

堤防・地盤補強

潮位

沈下量を抑え

海水の浸入を

防止する

沈下量を抑え

津波の浸入を

防止する

地震前 地震後、津波到達前

海側 陸側

潮位 潮位 潮位

潮位 潮位 潮位

津波

津波

海側 陸側
機能消失

地震前 地震後、津波到達前 津波到達後

陸側海側
陸側海側機能維持 機能維持

津波

津波の浸水

を防ぐ

嵩上げ

法面補強

潮位 潮位 潮位

堤防・地盤補強

沈下量を抑え

海水の浸入を

防止する

沈下量を抑え

津波の浸入を

防止する

海側 海側

地震前 地震後、津波到達前 津波到達後

陸側海側
陸側海側

長期

湛水浸水

開始

機能消失 流失

潮位

津波

陸側海側

潮位 潮位

✓対策なしの堤防

✓対策ありの堤防

天白川（名古屋市）

津波の浸水
を防ぐ

＜堤防の対策工法例（河川堤防）＞

鋼矢板

液状化対策

鋼矢板打設状況

鋼矢板等

堤防・地盤補強

アクションプランの取組紹介～河川・海岸堤防の耐震化～
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○空港と高速道路網の二つに直結する「名古屋空港・北西部」に、全国から人員・物資の支
援を受入れ、県内全域に供給する「愛知県基幹的広域防災拠点」を整備

○大規模災害時に、全国の防災機関と連携・連動して災害応急活動を展開

南海トラフ地震への対応

○M8～9地震の30年以内の発生確率は70～80%
○現在、次の発生迄の間隔88年のうち75年が経過
○L2地震時の死者約29,000人・全壊約382,000棟
○L1地震時の本県・直接的経済被害額13.9兆円

「県土全体の災害対応力」の強化が急務

基本方針

○「空港・高速道路」のダブルアクセス性を確保
○本部機能として「24時間危機管理体制」を確保
愛知県・名古屋市の「消防学校の統合」を検討

○「支援要員」のベースキャンプ機能を確保
○「緊急支援物資」の備蓄と中継・分配機能を確保
○広域医療搬送拠点臨時医療施設(SCU)を設置
○中部圏の「基幹的な拠点」としても貢献

全国から受援 各地へ供給

人
的
支
援

物
的
支
援

愛知県

基幹的広域

防災拠点

支援部隊の
ベースキャンプ機能

支援物資の
集積・中継・分配

機能

自 衛 隊

消 防

警 察

TEC-FORCE

ＤＭＡＴ

資 機 材

緊急支援物資

地域の

防災活動拠点

被災地域

拠点指揮運用機能

規模 19.2ha

災害時のレイアウト

整備計画地

・支援要員約6,500（人/日）
・支援物資約31,000ﾊﾟﾚｯﾄ（枚/日）
・車 両約3,400（台/日）を稼働

『南海トラフ応急対策活動計画』
(内閣府）に基づき、
”愛知県全域”を対象とした
「後方支援機能」を確保

豊山町エリア

（避難所等）

「豊山町エリア」は、豊山町において計画

平常時は、「消防学校」、
「公園」として活用

アクションプランの取組紹介 ～『愛知県基幹的広域防災拠点』の整備～
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○南海トラフ地震に係る県の被害予測調査結果では、ゼロメートル地帯を中心に、

県内の広大な範囲が長期間にわたり浸水すると想定されている。

○浸水した地域においても、自衛隊、消防等による救出救助活動が円滑に行われるよう、

ゼロメートル地帯における広域的な防災活動拠点の整備を進めている。

【整備概要】

○整備か所 計４か所
・木曽三川下流域

１か所目 愛西市・旧永和荘跡地（2023年３月18日供用開始）

２か所目 弥富市・海南こどもの国

・西三河南部地域

西尾市行用町

・東三河南部地域

国道23号豊川橋料金所跡地

○整備内容

・盛土地盤 （津波によって浸水しない地盤高に造成、液状化対策）

・ヘリの離発着場 （大型ヘリの離発着が可能な規模）

・救出・救助ボートの船着場 （救出・救助された住民が下船）

・防災倉庫 （資機材を収納、一時的な待避スペース）

【ゼロメートル地帯広域防災活動拠
点（木曽三川下流域Ⅰ・愛西市）】

アクションプランの取組紹介
～ゼロメートル地帯における広域的な防災活動拠点の整備～
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消防団員や消防団員を支えている家族に料金の割引などのサービスを提供
することにより、地域ぐるみで消防団を応援する制度

▲消防団員カード ▲消防団員家族カード

消防団としてのメリット

応援の店としてのメリット

○あいち消防団応援の店
学生や高校生に消防団活動を体験してもらい、消防団活動への理解促進と加
入促進を図る

○消防団一日入団体験

○あいち消防団の日PR活動

毎年1月20日を「あいち消防団の日」と定め、
県内全市町村において、PR活動を実施

○学生消防団活動認証制度の普及
消防団員として地域社会へ多大な貢献をした大学生などの就職活動を支援
する「学生消防団活動認証制度」について、企業に対する周知と、協力を要請

学生消防団活動認証状交付式（瀬戸市）▶

○消防団加入促進事業費補助金

市町村が実施する消防団加入促進の取組を支援し、消防団の
より一層の加入促進を図る

補助率

採択事例 ▲消防団フェア(瀬戸市)

○地域の安全・安心を守る消防団員の確保対策を積極的に推進する。

・消防団員の確保、モチベーションの向上による地域防災力強化

・消防団員及びその家族の利用促進による地域経済の活性化

◀店舗用表示証

１／２以内

・「消防団フェア」の開催(消防団観閲式の「魅せる」イベント化)（瀬戸市）
・消防団ＰＲイメージキャラクターの作成（豊明市）
・基本団員、機能別消防団員、学生消防団員等それぞれの特性に
応じたリーフレットの作成（豊橋市）

▲規律訓練 ▲防火衣着装体験 ▲放水訓練

アクションプランの取組紹介～消防団員加入促進事業～

区分 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1

学生(人) 559 604 613 540 536

女性（人） 847 890 934 928 939
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愛知県、名古屋市、名古屋大学が、産業界と共に、大規模災害発生時におい
ても、愛知・名古屋を中核とした中部圏の社会・経済活動が維持されるための
研究開発や事業を、産学官が戦略的に推進するため、2017年（平成29年）６月
に設立。（事務室：名古屋大学減災館内）

アクションプランの取組紹介～あいち・なごや強靱化共創センター～
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パンフレットを
手に取ったからには、
今すぐアクション！

自助 共助
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最後に…

防災ナマズンからのお知らせ

南海トラフ地震臨時情報
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内閣府・気象庁作成リーフレット「南海トラフ地震 -その時の備え-」より

①気象庁から発表される
「南海トラフ地震臨時情報」を知っていますか？
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これまでの地震対策

・突発地震対策

＋

・地震予知を前提とした東海地震対策

これからの地震対策

・突発地震対策が基本

・さらなる被害の軽減を目指す観点で、

南海トラフ地震臨時情報を有効に活用する

○現在の科学的知見からは地震予知は困難
（今後、東海地震予知情報は発表されない）

○ただし、何らかの現象の発生により、地震発生の可能性が平
常時と比べて相対的に高まっていると評価することはできる
（南海トラフ地震臨時情報の運用開始）
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内閣府・気象庁作成リーフレット「南海トラフ地震 -その時の備え-」より
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内閣府・気象庁作成リーフレット「南海トラフ地震 -その時の備え-」より
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現在の動き
○南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合に
避難を促す、「事前避難対象地域」を市町村が設定（※）

南海トラフ地震臨時情報発表時における
防災対応の内「巨大地震警戒時の事前
避難」の検討手引き
（2020.3愛知県作成）より

※市町村区域内の一部を
事前避難対象地域に
設定している市町村
（２０２３年２月１日現在）

名古屋市、豊橋市、碧南市、
刈谷市、西尾市、東海市、
高浜市、田原市、弥富市、
あま市、大治町、蟹江町、
飛島村

以上の他にも一部の市町
村において設定を検討中
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（参考）
南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応 解説資料

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/leaflet.html内閣府 防災情報のページ
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（参考）
南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応 解説資料

愛知県 南海トラフ地震対策 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/bosai/rinjijouhou.html
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ご清聴ありがとうございました

問い合わせ先
愛知県防災安全局防災部防災危機管理課 政策・企画グループ
〒460-8501 愛知県名古屋市中区三の丸三丁目1番2号
電 話：052-954-6191
ＦＡＸ：052-954-6911


